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トータルコストの表記について 
   トータルコストは、事業ごとに事業費と人件費を一体としたコストを表します。あ 
 くまで、費用対効果を判断するための参考表記ですので、職員定数と厳密には一致し 
 ていません。 

 

 





令和２年度一般会計補正予算説明資料 

 
４款 衛生費 

２項 環境衛生費                    くらしの安心推進課（内線：７２８４） 

３目 環境衛生連絡調整費                            （単位：千円） 

事 業 名 補正前 補 正 計 
財  源  内  訳 備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源  
新型コロナウイルス感染

拡大予防対策推進事業 100,000 310,000 410,000 310,000    
 
 

トータルコスト 100,787 310,787 411,574 
（補正に係る主な業務内容） 
補助金事務等 

従事する職員数 0.1 人 0.1 人 0.2 人 

工程表の政策目標(指標) ― 
【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 

事業内容の説明 
１ 事業の目的・概要 

新型コロナウイルスへの感染予防を図りながら事業を継続していくため、県や各業界が作成する
ガイドラインを基に感染拡大予防対策に取組む店舗や事業者に対し、その経費を支援するとともに、
クラスター対策や軽症者等宿泊療養施設の感染予防対策等の環境整備に取組む。 
 

２ 主な事業内容    
                                     （単位：千円） 

区 分 内 容 予算額 

新型コロナウイルス
感染拡大予防対策推
進事業補助金 

補助金の申請状況を踏まえて、感染予防対策に係る支援の増
額を行う。 
○対象店舗・事業者 
 飲食店、宿泊施設、観光関係事業者等並びに新型コロナウイ
ルス感染拡大により、売上が急減した接客を伴う営業店舗
（生活衛生業、製造業、小売業、サービス業など） 

○補助対象経費 
 衛生物品購入費（マスク、フェイスシールド、アルコール消
毒液等）、換気扇設置費（点検・クリーニング代含む）、ア
クリル板等パーテーション設置費、非接触型体温計等購入
費、キャッシュレス決済導入費、その他施設の感染予防対策
に必要と認められる経費 

○補助額 １施設 上限 20 万円 
（複数店舗を有する事業者は店舗数に関わらず上限 40万円） 
○補助率 ９／10 

300,000 

新型コロナウイルス
クラスター対策費 

新型コロナウイルスに係るクラスター対策に要する経費 5,000 

軽症者等宿泊療養施
設環境整備事業 

軽症者等宿泊療養施設における感染予防対策等の環境整備に
要する経費 

5,000 

※現計予算額    270,000 千円 
（うち 170,000 千円は新型コロナウイルス感染症緊急事態対策調整費） 

※補助金申請状況  申請件数 約 1,308 件、申請額 約 250,000 千円（R2.6.1～R2.8.14） 
 

３ これまでの取組状況・改善点 
 新型コロナウイルス感染症緊急事態対策調整費及び６月補正予算により、令和２年６月１日から
営業店舗等における新型コロナウイルスへの感染拡大予防対策を実施している。 
＜参 考＞ 

 ・新型コロナウイルス感染予防対策協賛店登録数 2,235 店舗（R2.8.14 現在） 
 ・新型コロナウイルス感染拡大予防対策認証制度認証事業所数 ４事業所（R2.8.14 現在） 
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令和２年度一般会計補正予算（臨時会関係）説明資料
２款　総務費
　１項　総務管理費  広報課 （ 内線 ： ７０２１ ）
　　３目　広報費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）新型コ
ロナウイルス
克服県民運動
推進事業

0 3,000 3,000  3,000

 トータルコスト 0 3,787 3,787（補正に係る主な業務内容）

 従事する職員数 0.0人 0.1人 0.1人
新型コロナ克服のための施策の周知、普及啓発等を新聞、テレ
ビ、SNS等で広報

 工程表の政策目標
（指標） ―

事業内容の説明 【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

 １　事業の目的、概要

 新型コロナウイルス感染が拡大している状況を踏まえ、感染予防及びクラスター発生防止のための正しい行動・
知識等、県民一丸となり新型コロナを克服していくための広報を一層強力に行っていく。

 ２　主な事業内容

 新型コロナウイルス克服のための施策の周知や普及啓発のための新聞広告、テレビスポット、SNS広告等による
広報経費　３，０００千円
　　　
　（広報例）
　　・感染予防及びクラスター発生防止のための正しい行動・知識の周知
　　・感染予防ガイドラインの周知　　　
　　・感染者や家族、医療従事者等を応援し、差別的扱い・誹謗中傷を防止する啓発
　　・新しい生活様式等、感染予防に資する具体的な取組の普及啓発
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令和２年度一般会計補正予算（臨時会関係）説明資料 

 

３款 民生費 

  １項 社会福祉費                        福祉保健課（内線：７１４２） 
１目 社会福祉総務費                            （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補正 計 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）社会福祉施設

クラスター対策等事

業 
0 17,500 17,500 17,500    

 

 

トータルコスト 0 18,287 18,287 （補正に係る主な業務内容） 
補助金交付事務等 従事する職員数 0.0人 0.1人 0.1人 

工程表の政策目標(指標) － 
事業内容の説明                        【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 

 

１ 事業の目的・概要 

全国的に社会福祉施設等においてクラスターが発生していることを踏まえ、社会福祉施設が行う、新型コ

ロナウイルス感染症の大規模クラスターを防止するための設備整備を支援する。 

また、県内の救護施設の職員に対しての慰労金給付のほか、感染防止のために必要な経費を補助する。 

 

２ 主な事業内容 

（１）社会福祉施設におけるクラスター対策事業（13,000千円）<県10/10> 

社会福祉施設における新型コロナウイルス感染症に係る大規模クラスターを防止するための設備整備に

対して補助を行う。 

補助率：3/4（補助上限1,000千円／施設） 

対象：13施設（定員が100人以上の入所系施設） 

※県負担分に新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当 

 

（２）救護施設職員への慰労金給付事業（3,500千円） 

本県で新型コロナウイルス感染症患者の1例目が確認された日以降、救護施設で通算して10日以上勤務し

（R2.4.10～R2.6.30までの期間）、かつ「利用者との接触を伴い」及び「継続して提供することが必要な業

務」に合致する状況下で働いている職員に対し、1人につき5万円を給付する救護施設に対して補助する。 

補助率：10/10 

対象：県内2施設（計70人）  補助額：5万円／人 

 

（３）救護施設の事業継続支援等事業（1,000千円） 

   新型コロナウイルス感染症に関連して発生した、事業を継続的に実施していくために必要な経費を補助

する。 

補助率：10/10（補助上限500千円／施設） 

対象：県内2施設   

  （対象経費の例） 

・職員が感染防止のため必要とするマスクや消毒用アルコール等の購入費 

・他施設で感染者が発生した場合において、自施設から応援職員を派遣した際にかかる追加人件費 など 

 
※救護施設とは、生活保護法に基づく施設で、身体上又は精神上著しい障害があるために日常生活を営む 
ことが困難な要保護者を入所させて、生活扶助を行うことを目的とする施設。 

   身体障がいのある人、知的障がいのある人、精神障がいのある人、それらの障がいが重複してある人、

アルコール依存症の人、ホームレスの人など、多様な人々が利用している。 
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令和２年度一般会計補正予算説明資料 

 

２款 総務費 

  １項 総務管理費                       総合教育推進課（内線：７０２２） 

８目 私立学校振興費                             （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補正 計 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）私立中学校・高等
学校の学校寮及び部活動
における新型コロナウイ
ルス対策強化事業 

0 7,300 7,300 7,300    

 

ト ー タ ル コ ス ト － 8,087 8,087 （補正に係る主な業務内容） 
補助金交付事務 

従 事 す る 職 員 数 － 0.1人 0.1人 

工程表の政策目標(指標) － 
事業内容の説明             【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 

 

１ 事業の目的・概要 

  全国的な学校寮等における新型コロナウイルス感染症のクラスター発生を踏まえ、私立中学校及び高等学

校の学校寮及び部活動における新型コロナウイルス感染症のクラスター対策の強化を図るため、学校が行う

感染防止対策に必要な経費等について支援する。 

 

２ 主な事業内容 

（１）対象校 

県内の私立中学校及び私立高等学校 

（２）対象経費 

   「学校寮における新型コロナウイルス感染症対策ガイドライン」及び「鳥取県運動部（文化部）活動に

おける新型コロナウイルス感染症対策ガイドライン」を踏まえた感染症予防対策を各学校が行うために必

要な経費。 

   ＜取組例＞ 

   ・学校寮や部室のパーテーション、空気清浄機、換気機器、清掃用品、非接触型体温計、マスク、 

消毒液の購入 等 

・部活動で練習試合などを行う場合の移動用バスの増便やマスク、消毒液の購入 等 

 

（３）補助率 

   県 10/10（定額補助） 

【１校あたりの上限】 学校寮・・1,000千円  部活動・・300千円 

※県負担に新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当。 

 
３ これまでの取組、改善点 

私立中学校・高等学校においては、県立学校の新型コロナウイルス感染症予防ガイドラインを踏まえて対

策を実施している。 
このたびの「学校寮における新型コロナウイルス感染症対策ガイドライン」及び「鳥取県運動部（文化部）

活動における新型コロナウイルス感染症対策ガイドライン」の策定にあわせ、当該ガイドラインを踏まえた

感染症予防対策に取組む私立中学校・高等学校を支援し、集団感染の発生が懸念される学校寮や部活動にお

ける感染予防の強化を推進する。 
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令和２年度一般会計補正予算説明資料  

 

２款 総務費 

  １項 総務管理費                       総合教育推進課（内線：７８４１） 

８目 私立学校振興費                             （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補正 計 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）私立専修学校の

感染症対策・学習保障

等に係る支援事業 
0 7,250 7,250 7,250    

 

ト ー タ ル コ ス ト － 8,037 8,037 （補正に係る主な業務内容） 
補助金交付事務 

従 事 す る 職 員 数 － 0.1人 0.1人 

工程表の政策目標(指標) － 
事業内容の説明             【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 

 

１ 事業の目的・概要 

  新型コロナウイルス感染拡大防止のため、私立専修学校が実施する感染症予防対策や学習保障に必要な経

費について補助を行う。 

 

２ 主な事業内容 

（１）対象校 

県内私立専修学校（14校） 

（２）対象経費 

各学校が実施する感染予防対策（消毒液やマスクの購入に係る経費）や学習保障の取組に必要な経費。 

（３）補助率  

県 10/10 

※生徒数に応じて補助上限額を設定する（300人以下 500千円／校 、301～500人 750千円／校）。 

   ※県負担に新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当。 

（４）取組例 

・消毒液や非接触型体温計等の保健衛生用品の購入経費 

・教室における３密対策として、換気に必要なサーキュレーター等の購入経費 

・教室における３密対策として、空き教室等を活用して授業を実施する場合に必要となる備品購入費等 

 
３ これまでの取組、改善点 

私立中学校・高等学校においては、国２次補正により、学校が実施する感染予防対策や学習保障に必要な

経費について補助事業が創設されたが、私立専修学校については補助事業の対象外であるため、県独自で私

立専修学校の取組について支援を行う。 
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令和２年度一般会計補正予算（臨時会関係）説明資料 

６款 農林水産業費  

  １項 農 業 費                                          とっとり農業戦略課（内線：7589） 

１目 農業総務費                                                        （単位：千円） 

事 業 名 補 正 前 補 正 計 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）新型コロナウイ

ルス対策農林水産出

荷支援事業  

0 3,000 3,000  3,000    

 

トータルコスト 0 3,787 3,787 （補正に係る主な業務内容） 
制度説明、補助金交付事務 従事する職員数 0.0 人 0.1 人 0.1 人 

工程表の政策目標（指標） － 

事業内容の説明          【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

 

１ 事業の目的・概要 

今後、果樹等の県内農林水産物が収穫・出荷の最盛期を迎えることから、県内農林水産業関係団体（JA、

漁協等）の出荷施設等における新型コロナウイルスのクラスター発生防止を図るため、秋以降に利用が増

える出荷施設等の感染防止対策にかかる経費を助成し、感染拡大防止・クラスター対策に取り組む。 

 

２ 主な事業内容 

県内農林水産業関係施設における、集出荷作業時等の新型コロナウイルスクラスターの発生を防止す 

るために必要な感染拡大防止等の取組について支援する。 

 

補助対象経費 実施主体 補助率 補助上限額 

秋以降に繁忙期を迎え、稼働率が高まる施設（出荷

施設等）での感染症予防対策にかかる簡易設備等の

購入に要する経費 

（仕切り用アクリル板、循環扇、消毒液 等） 

ＪＡ、漁協

等 
県 3/4 

１施設当たり  

20 万円(※)  

   ※農林水産関係感染症防止対策環境整備支援事業と合わせて、１団体当たり300万円を上限とする。 
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令和２年度一般会計補正予算説明資料
７款　商工費
　１項　商業費  商工政策課 （ 内線 ： ７５３８ ）
　　２目　商業振興費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 企業内感染症
防止対策緊急
支援事業

111,000 120,000 231,000  120,000

 トータルコスト 111,787 120,787 232,574（補正に係る主な業務内容）
 従事する職員数 0.1人 0.1人 0.2人補助金交付事務
 工程表の政策目標
（指標） 県内中小企業の事業継続計画（BCP）の策定・見直し及び防災対策の促進による災害対応力・企業経営力の向上

事業内容の説明 【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

 １　事業の目的、概要

　新型コロナウイルス感染拡大に伴い、県内中小企業等が取り組む緊急的な感染予防対策や、今後の感染拡大防

止等に向けた取組を支援するための「企業内感染症防止対策補助金」について、増額補正を行う。

　＜予算状況（予定を含む）＞

　　４月補正予算   　　　　 ： １１１，０００千円

　　調整費充当　　　　　　　： ２５０，０００千円

　　８月補正予算（予定）　　： １２０，０００千円

  --------------------------------------------------

　　合　　　計　  　　　　　： ４８１，０００千円

※４月補正予算には、新型感染症ＢＣＰ策定推進事業（１，０００千円）を含む。

　調整費充当は、新型コロナウイルス感染症緊急事態対策調整費から配当替えを受けたもの。

 ２　主な事業内容

区分 内容 予算額（千円）

緊急対応型

○感染予防に向けた緊急的な執務環境改善等に向けた取組を支援する。

対象経費
事業所内での簡易的かつ緊急的な感染防止を目的とした消耗品等
の購入及びその設置、消毒等に要する経費
（例：仕切り用アクリル板、マスク・消毒液等）

補助対象 県内中小企業等
補助率 ３／４
補助上限 ２００千円

２０，０００

体制整備型

○継続的な感染予防を図るために必要となる執務環境整備やサービス改善等に
　向けた取組を支援する。

対象経費
感染防止に向けた遠隔システム導入のほか、感染症対策として行うサー
ビス転換等に要する経費
（例：テレビ会議システム、商品の梱包装置、ネット通販システム
の導入等）

補助対象 県内中小企業等
補助率 ３／４
補助上限 ２，０００千円

１００，０００

 ３　これまでの取組状況、改善点

　　  当該事業を活用しながら、事業所内での感染予防に必要な物品（アクリル板や衛生用品等）の購入や事業継続に
　必要な体制を整えるための取組（ネット通販システム導入や事業所内改修等）など、ガイドラインに沿った感染症
　対策等の取組が進展しつつある。
　　※４月の制度開始以降、５９４件（２８４，７９８千円）の交付決定を行った。（8月17日時点）

　（緊急対応型）交付決定件数：４３１件、交付決定額：７８，１１４千円

　（体制整備型）交付決定件数：１６３件、交付決定額：２０６，６８４千円
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令和２年度一般会計補正予算（臨時会関係）説明資料 
 

４款 衛生費 
  １項 公衆衛生費                        健康政策課（内線：７１５３） 

３目 予防費                                （単位：千円） 
事 業 名      補正前 補正 計 財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

医療環境整備等事業 9,393,695 4,613,821 14,007,516 4,613,821     

トータルコスト 9,396,056 4,614,608 14,010,664 （補正に係る主な業務内容） 
補助金交付事務等 従事する職員数 0.3人 0.1人 0.4人 

工程表の政策目標(指標)  － 
事業内容の説明             【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 

１ 事業の目的・概要 
新型コロナウイルス感染症対策の検査体制を強化するとともに、継続して医療提供できる体制を構築する

ため、医療機関の設備等整備に対する補助を行うなど、県内医療環境のさらなる充実を図る。 

２ 主な事業内容                                  （単位：千円） 
細事業名 内   容 予算額 

【新規】新型コロナ
ウイルス感染症重
点医療機関等設備
整備<国10/10> 

新型コロナウイルス感染症患者に高度かつ適切な医療を提供するため、県が
指定した新型コロナウイルス感染症重点医療機関が設備整備を行う場合に
補助する。（超音波画像診断装置22台、血液浄化装置18台、気管支鏡13台、
ＣＴ撮影装置等 10 台、生態情報モニタ 142 台、分娩監視装置 5 台、新生児
モニタ31台） 

892,060 

医療機関での検査
機器整備<国10/10> 

行政検査に抗原検査が追加されたことに伴い、ＰＣＲ検査と並行して検査体
制を強化するため、医療機関が抗原検査機やＰＣＲ検査機を導入する経費に
対して補助する。（抗原検査機：4医療機関4台、ＰＣＲ検査機：5医療機関
5台）（6月補正において124,460千円計上） 
・対象機関：入院協力医療機関、帰国者・接触者外来の医療機関等 
・対象設備：(新)抗原検査機 

ＰＣＲ検査機 
上記の検査機と一体的に使用する国庫補助対象備品 

・補助上限額：1台当たり15,000千円 

135,000 

医療機関の設備整
備に対する補助<国
10/10> 

新型コロナウイルス感染症患者等の入院医療や診察・検査等を行う入院協力
医療機関や救急・周産期・小児医療機関が設備整備を行う場合に補助する。
（人工呼吸器 5 台、簡易陰圧装置 61 台、フィルター付空気清浄機 7 台、フ
ィルター付パーテーション 39 台、個人防護具、簡易ベッド 1 台、保育器 4
台等）（4月補正において224,205千円、6月補正において113,989千円計上） 

224,673 

新型コロナウイル
ス入院病床確保（空
床補償）<国10/10> 

新型コロナウイルス感染症の患者が発生した場合、短期間に集中して多くの
入院患者が発生することが予測されることから、病棟単位で空床を確保する
重点医療機関及び病床をあらかじめ確保する入院協力医療機関に対し、県の
要請に応じて空床となる病床に応じて助成する。（4月補正において302,832
千円計上） 
・空床補償単価（円） 

 
区分 

 
補正前 

補正 
重点医療機関 左記以外 

ICU 97,000 301,000 97,000 
HCU ― 211,000 ― 
重・中等症用 41,000 ― 41,000 
その他 16,000  52,000 16,000 

 

3,274,536 

医療従事者等感染
拡大防止対策事業
補助金<国10/10> 

医療機関等に対して、新型コロナウイルス感染者を診察した医師や看護師等
に感染が疑われる場合等に、一定期間待機できる宿泊施設等の確保に係る経
費を補助する。（4月補正において5,000千円計上） 
・補助率10/10  
・補助上限額：1月当たり100千円/部屋 

19,000 

新型コロナウイル
ス患者受け入れに
伴う施設整備<県
10/10> 

医療機関が新型コロナウイルス感染症患者等の入院医療や診察・検査等を行
うにあたり、院内感染防止のため施設整備を行う場合に補助する。（6月補正
において55,511千円計上） 
・補助対象：4月以降に完了した施設整備 

※施設整備と一体的に整備する設備も含む。 
・補助上限額：基準単価×15㎡×対象病床数 

※県負担分に新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当 
構造別 種別 基準単価（円） 

鉄筋コンクリート 新築、増設 215,300 
改築 210,700 

ブロック 新築、増設 188,000 
改築 183,200 

 

68,552 

合     計 4,613,821 
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令和２年度一般会計補正予算説明資料 

 
４款 衛生費 

２項 環境衛生費                    くらしの安心推進課（内線：７２８４） 

３目 環境衛生連絡調整費                            （単位：千円） 

事 業 名 補正前 補 正 計 
財  源  内  訳 備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源  
（新）徹底した感染拡大予

防対策による安心創出事

業 
0 3,000 3,000 3,000    

 
 

トータルコスト 0 3,787 3,787 
（補正に係る主な業務内容） 
啓発活動、補助金事務 

従事する職員数 0.0 人 0.1 人 0.1 人 

工程表の政策目標(指標) ― 
【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 

事業内容の説明 
 

１ 事業の目的・概要 
安心して消費者が訪れる環境を創出し、需要喚起につなげるため、より高度な感染拡大予防対策を

実施する「新型コロナ対策認証事業所」や、エリア内の店舗で感染予防対策に取組む「安心観光・飲
食エリア」の普及推進を図る。 
 

２ 主な事業内容                                                    
（単位：千円） 

区 分 内 容 予算額 

「新型コロナ対策認
証事業所認証制度」
普及拡大事業 

県内事業者に対して、「新型コロナ対策認証事業所」におけ
る高度な感染予防対策の取組事例の情報発信を行うことで、
認証事業所の普及拡大を図る。 

3,000 

「安心観光・飲食エ
リア」創出支援事業 

＜安心観光・飲食エリア推進団体支援補助金＞ 
「安心観光・飲食エリア」に関する協定を締結した団体等が

行うホームページ制作、のぼり・ポスター等の作成など情報発
信の取組に対して支援を行う。 
（補助限度額 200 千円、補助率 4/5） 

県民に向けた情報発
信事業 

＜認証店等の情報発信事業＞ 
 県ホームページ等により、認証制度及び認証事業所を県民
等に向けて情報発信する。 
＜エリア内店舗等の位置情報提供事業＞ 
 安心観光・飲食エリア内の店舗の位置情報や各店舗のwebサ
イトのリンク等を県ホームページに掲載する。 

＜参 考＞ 
【認証事業所制度】 

  新型コロナウイルス感染拡大予防対策の実施事業所として模範となると推薦を受けた鳥取県内に
所在する事業所であって、鳥取県版新型コロナウイルス感染拡大予防対策例や各種業界団体作成の
ガイドライン等を基に手順書を作成し、取り得る全ての感染拡大予防対策に自ら取組む事業所を認
証する。 

【安心観光・飲食エリア】 
新型コロナウイルス感染拡大予防対策を徹底する意向のある県内観光地・飲食店街の団体と県が

「安心観光・飲食エリア協定」を締結する。団体自らエリア内の店舗において感染予防対策を実施で
きていると判断した際は、「安心観光・飲食エリア」を宣言し、安心して観光や飲食を満喫できるエ
リアを創出する。 
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令和２年度一般会計補正予算説明資料
５款　労働費
　１項　労政費  雇用政策課 （ 内線 ： ７２２９ ）
　　１目　労政総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）緊急雇
用対策サポー
ト活動促進事
業

0 2,000 2,000  2,000

 トータルコスト 0 2,787 2,787（補正に係る主な業務内容）
 従事する職員数 0.0人 0.1人 0.1人関係機関との連絡調整、委託事務
 工程表の政策目標
（指標） ―

事業内容の説明 【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

 １　事業の目的、概要

　新型コロナウイルス感染症拡大による県内経済への影響が長期化する中、事業縮小・廃止、雇用調整等の危機
に直面する県内企業を支援するため、案件に応じて「企業・雇用サポートチーム」を立ち上げて支援活動を行っ
ているが、今後、支援案件の増加及び支援内容も多岐に及び専門的知見を要する場面も想定されることから、同
チームの活動の充実により県内企業の事業継続・雇用維持を図るとともに、新型コロナウイルスの影響を受けた
求職・相談者への相談対応の周知の強化による県内求職者のさらなる就労促進を図る。

 ２　主な事業内容

項目 概要 予算額（千円）
（１）企業・雇用サポート
チーム活動経費

「新型コロナウイルス対策　企業・雇用サポートチーム」の
活動に係る専門家（社会保険労務士等）支援等に要する経費
・会議で労務管理に係る専門的知見により助言を行う
・必要に応じて支援企業への訪問に同行する　　　　 　　等

750

（２）「ささえあい求人」等
PR経費

・「ささえあい求人・求職マッチング特別相談窓口」、鳥取
県中小企業労働相談所（みなくる）等が連携した労働相
談・就業相談の普及啓発に係る経費

1,250

計 2,000

＜参考＞

「新型コロナウイルス対策　企業・雇用サ
ポートチーム」について

新型コロナウイルス感染症拡大の影響の長期化に伴い、事業縮小・
廃止、雇用調整等の危機に直面する県内企業の事業継続・雇用維持
等を案件毎に機動的に支援するために構築する関係機関・団体によ
るチーム

「ささえあい求人・求職マッチング特別相
談窓口」について

各県立ハローワーク内に令和2年5月21日に設置した、新型コロナウ
イルスの影響を受けた求職・相談者への「特別相談対応」を行うと
ともに、そのような求職者の採用に理解のある企業の求人を「ささ
えあい求人」として登録する特別相談窓口

鳥取県中小企業労働相談所（みなくる）に
ついて

労働者・経営者からの相談対応や労働環境の改善に資する事業（相
談対応、セミナー実施、社内研修等への講師派遣）を実施すること
により、労働トラブルの未然防止や適切な労務管理の推進を支援す
るため、県内3箇所に設置（県が(一財)鳥取県労働者福祉協議会へ
委託し実施）
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令和２年度一般会計補正予算説明資料 
７款 商工費 

 １項 商業費                                       企業支援課（内線７４６８） 

３目 金融対策費                                          （単位：千円） 

事 業 名
 

補正前
 

補正
 

計 
財  源  内  訳 

備 考
 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

企業自立サポート事業(制度金

融費） 
1,437,782 543,211 1,980,993 348,313  

＜雑入＞ 

194,898 
  

信用保証料負担軽減補助金 745,303 197,313 942,616 197,313      

ト ー タ ル コ ス ト 2,201,186 742,098 2,943,284 (補正に係る主な業務内容) 
制度創設・改正検討、利子補助金交付事務、信用保証協会との
調整、融資相談、企業・市町村との調整等 

従 事 す る 職 員 数 2.3人 0.2人 2.5人 

工程表の政策目標(指標)  資金調達の円滑化（機動的な金融支援）及び再生支援 

事業内容の説明                     【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 

１ 事業の目的・概要 

新型コロナウイルスによる県内中小事業者等の影響が引き続き深刻化していることから、利率や保証料率の引き下げ等を行っ

ている地域経済変動対策資金（令和元年度国際経済変動（新型コロナウイルスによる影響のみ））の融資枠を拡大し、県内中小

事業者等の経営安定化等に資する円滑な資金調達を支援する。 

２ 主な事業内容 

新型コロナウイルス対策向けの地域経済変動対策資金 

   引き続き融資利用の申込みが増え続けている状況を鑑み、地域経済変動対策資金の新規融資実行枠を 

  ８００億円から１，５００億円へ増額する。 

＜現行の新型コロナウイルス対策向け資金概要＞  

要件 利率 保証料 備考 

売上高１５％以上減少の 

中小事業者 

当初５年間０％、 

６年目以降1.43％ 

最長１０年間０％ ４年目及び５年目の利率０％～0.7％ 

部分は市町村と折半（0.35％ずつ） 

※「売上高１５％以上減少の中小事業者」以外の利率は以下のとおり（保証料は全て最長１０年間０％） 

  ・売上高５％以上減少の中小事業者→当初５年間0.7％・６年目以降1.43％ 

  ・売上高５％以上減少の個人事業主→当初５年間０％、６年目以降1.43％ 

  ・売上高５％以上減少の中部地震融資（５年間無利子・無保証料）の借換を行う中小事業者→当初５年間０％、６年目以降1.43％ 

 

   ＜参考（新規融資実行枠）＞                              （単位：億円） 

 制度融資全体 うち、地域経済変動対策資金 増額 

当初予算 ４００ ８０       － 

４月補正 ７２０ ４００ ３２０ 

６月補正 １，１２０ ８００ ４００ 

今回補正 １，８２０ １，５００ ７００ 

 

３ これまでの取組状況、改善点  

＜新型コロナウイルス対策＞ 

R2.1.30 ・地域経済変動対策資金「令和元年度国際経済変動（新型コロナウイルスによる影響)」を発動 

      （利率１．４３％、保証料率０．５％程度、融資期間１０年以内、据置期間３年以内） 

   R2.2.14 ・当初５年間の利率を０．７％、保証料を０％へ拡充 

   R2.3.18 ・市町村と協調し、売上高が▲１５％以上減少した事業者の利率を当初３年間無利子へ拡充 

   4月補正 ・地域経済変動対策資金の新規融資実行枠を増額（８０億円→４００億円） 

  R2.5.1  ・国制度を活用し、当初５年間無利子、１０年間保証料０％、据置期間最長５年へ拡充 

   R2.6.15 ・借換対象外としていた県制度融資（損失補償付融資）についても借換対象へと拡充 

   6月補正 ・地域経済変動対策資金の新規融資実行枠を増額（４００億円→８００億円） 
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令和２年度一般会計補正予算（臨時会関係）説明資料 

６款 農林水産業費  

  ５項 水 産 業 費                                                       水産課（内線：7314） 

   １目 水産業総務費                                                          （単位：千円） 

事 業 名 補正前 補 正 計 
財  源  内  訳 

備 考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

漁業金融対策費 

債務負担行為

104,278 

44,380 

債務負担行為  

24,118 

2,000 

債務負担行為

128,396 

46,380 

 

 

2,000 

 

債務負担行為

24,118 

 

 

トータルコスト 46,741 2,787 49,528 （補正に係る主な業務内容） 
周知説明、補助金交付事務 従事する職員数 0.3 人 0.1 人 0.4 人 

工程表の政策目標（指標） 経営能力の向上 

事業内容の説明        【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 

 

１ 事業の目的・概要 
新型コロナウイルス感染症の影響により、魚価安による漁獲金額の減少や直売所の売上減など、漁

業者や漁業協同組合の経営が逼迫しているため、漁業系金融機関（農林中央金庫、鳥取県信用漁業協
同組合連合会）による新たな融資制度に対し支援を行う。 

 

２ 主な事業内容 
漁業系金融機関が新設する、漁業協同組合及びその組合員を対象に漁業経営の維持・再建を目的と

した融資制度に対して利子補給補助をする。 
 

（単位：千円） 
補助事業名 補助対象者 利子補給

期   間 
利子補給率 補  正 

予算額 

ＪＦマリンバンクコロナ
対策長期資金利子補給事
業 

農林中央金庫、鳥取
県信用漁業協同組合
連合会 

５年間 貸付利率 1.5%を県、農林
中央金庫、鳥取県信用漁
業協同組合連合会の３者
が 1/3 ずつ負担すること
により５年間無利子化  

2,000 

 
※ＪＦマリンバンクコロナ対策長期資金の概要 
  ［融 資 対 象 者］：漁業協同組合又は組合員 

   ［資 金 使 途］：運転資金 
   ［融 資 見 込 額］：15 億円 
   ［利子助成上限融資額］：1.5 億円 
   ［貸 付 利 率］：1.5％（想定：５年間無利子） 
   ［償 還 期 間］：10 年以内（据置期間：３年） 
   ［保 証 料］：国の保証料助成制度により５年間免除  
 
 
３ これまでの取組状況、改善点 

本年６月に、漁業金融対策事業の資金のうち、漁業経営財務基盤強化資金の融資対象者に、新型コ
ロナウイルス感染症の影響を受け、経営が逼迫している漁業者、漁業組合を加え、運転資金や債務整
理などの資金需要に対応してきた。 

 

４ 債務負担行為限度額 

漁業金融対策費 24,118 千円（令和３～７年度） 
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令和２年度一般会計補正予算（臨時会関係）説明資料 

 
３款 民生費 

  １項 社会福祉費                        福祉保健課（内線：７８５９） 
１目 社会福祉総務費                            （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補正 計 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

生活福祉資金緊急

貸付事業 95,000 416,000 511,000 416,000    
 

トータルコスト 96,574 416,787 513,361 （補正に係る主な業務内容） 
 補助金交付事務等、関係機関との調整 従事する職員数 0.2人 0.1人 0.3人 

工程表の政策目標(指標) － 
事業内容の説明 

１ 事業の目的・概要 

低所得者、離職者等に対し、必要な資金の貸付と相談支援を行う生活福祉資金貸付事業について、新型コ

ロナウイルス感染症の影響を受けた世帯への対象拡大に伴い、貸付件数が増加しているため、実施主体であ

る社会福祉法人鳥取県社会福祉協議会に対し、貸付原資を増額するための補助を行う。（国庫補助10／10） 

 
２ 主な事業内容 

 （１）補助金名 
    生活福祉資金貸付事業補助金 
 
 （２）補助対象事業・補助対象経費 
    生活福祉資金貸付事業（新型コロナウイルスに係る特例貸付）に係る貸付原資 

資金の種類 資金の内容 
緊急小口資金 休業等により収入が減少した世帯に対する緊急かつ一時的な貸付 
総合支援資金 収入の減少や失業等の状態にある世帯に対する生活費用の貸付 

 
 （３）実施主体 
    社会福祉法人鳥取県社会福祉協議会 
 
３ これまでの取組状況、改善点 
  新型コロナウイルスの感染拡大を踏まえ、従来の低所得世帯への貸付に加え、新型コロナウイルスの影響

を受けた休業等による収入の減少で、一時的な貸付が必要となった世帯にも対象を拡大（令和2年3月）する

とともに、この特例貸付の受付期間を令和2年7月末から9月末に延長した。 

  【特例貸付決定状況（7月31日時点）】 

   ・緊急小口資金 1,541件（貸付額254,810千円） 

・総合支援資金  686件（貸付額367,737千円） 

    

（参考）貸付原資残額 

・既貸付総額：622,547千円（7月31日時点） 

・貸付原資額：890,000千円 

・原資残額：267,453千円 
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令和２年度一般会計補正予算説明資料
７款　商工費
　２項　工鉱業費  企業支援課 （ 内線 ： ７２４３ ）
　　２目　中小企業振興費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 危機突破企業
緊急応援事業

230,000 100,000 330,000  100,000

 トータルコスト 230,787 100,787 331,574（補正に係る主な業務内容）
 従事する職員数 0.1人 0.1人 0.2人補助金審査・交付事務
 工程表の政策目標
（指標） 企業支援体制の充実（経営支援による企業体質の強化）

事業内容の説明 【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

 １　事業の目的、概要

　新型コロナウイルスの感染拡大に伴う、県内中小企業のダメージを防止・軽減しながら、新分野進出による事
業継続や感染予防・防止に向けた商品開発などを支援する「危機突破企業緊急応援補助金（経営危機克服型）」
について、申請・相談件数が増え続けている状況に鑑み、増額補正を行う。

＜予算状況（予定を含む）＞

４月補正予算    　　 ：２３０，０００千円

調整費充当　 　　　　：１５０，０００千円

８月補正予算（予定） ：１００，０００千円

--------------------------------------------

合　　計　　     　　：４８０，０００千円

※４月補正予算には、危機突破企業緊急応援補助金（感染症対策型）３０，０００千円を含む。

　調整費充当は、新型コロナウイルス感染症緊急事態対策調整費から配当替えを受けたもの。

 ２　補正予算額

１００，０００千円(５００千円×２００件)

 ３　制度概要

　　 

区分 内容 予算額（千円）

経営危機克服型 〇新型コロナウイルス感染拡大による県内中小企業の本業の落ち
込みに対して、新商品開発や新たなサービスの提供、新分野進出
など企業の新たな取組を支援する。

対象経費 商品開発費、販路開拓費、機械器具費、外
注費、直接人件費、固定費など　
※固定費は、補助対象経費の１／２以内

補助対象 県内中小企業等

補助率 ３／４

補助上限 ５００千円

１００，０００

 ４　これまでの取組状況、改善点

　　　４月の制度開始以降、７１８件（３０２，７８９千円）の交付決定を行った。（８月１７日現在）
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令和２年度一般会計補正予算説明資料
７款　商工費
　１項　商業費  商工政策課 （ 内線 ： ７２１３ ）
　　１目　商業総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 新型コロナウ
イルス克服再
スタート事業

300,000 300,000 600,000  300,000

 トータルコスト 323,610 300,787 624,397（補正に係る主な業務内容）
 従事する職員数 3.0人 0.1人 3.1人申請受付、支払い
 工程表の政策目標
（指標） ―

事業内容の説明 【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

 １　事業の目的、概要

　新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、経営上の影響を大きく受けた県内事業者に対し、家賃等固定費など
負担軽減や、今後の事業継続等を支援する「新型コロナウイルス克服再スタート応援金」について、増額補正を
行う。

＜予算状況（予定を含む）＞
　６月補正予算　 　　　 ：　 　３００，０００千円
　調整費充当　　　　　　：　 　６００，０００千円
　８月補正予算（予定）　：　 　３００，０００千円
-----------------------------------------------------
　合　　　計　　　　　　： １，２００，０００千円

※調整費充当は、新型コロナウイルス感染症緊急事態対策調整費から配当替えを受けたもの。

 ２　補正予算額

３００，０００千円（１００千円×３，０００件）

 ３　主な事業内容

　　 〇　新型コロナウイルス克服再スタート応援金

対象者
　県内中小企業等（個人事業者を含む）

　　※飲食業、宿泊業、観光業、小売業、運輸業、健康・美容サービス業など経営上の
　　　影響を受けた業種を幅広く対象とする

交付要件

　以下のいずれにも該当する事業者

・新型コロナウイルス感染症拡大に伴う外出自粛等の影響により、売上が30％以上減少
　している事業者であること
・新型コロナウイルスの影響に伴い雇用を維持する計画を有する事業者であること
・新しい生活様式のガイドライン対応など、新型コロナウイルス感染症からの回復後を見
　据えた事業継続を目指す事業者であること

交付額 　100千円（複数店舗を経営する事業者は200千円／事業者）

※同応援金は、以下の使途など、事業継続を下支えし、事業全般に幅広く活用できるものとして交付。
　・家賃、光熱費等の固定費、人件費
　・事業継続に向けた各種取り組みに要する経費（人材育成等の研修実施、新しい生活様式を取り入れる
　　ために必要な経費　等）
　・新たな事業展開に向けた各種取り組みに要する経費（新業態導入のための物品購入に必要な経費、商
　　品・メニュー等のＰＲ経費）　など

 ４　これまでの取組状況、改善点

　　　申請受付の開始(６月８日)以降、７，５２０件（７８９，６００千円）の交付決定を行った。
　　（8月17日時点）
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